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〔資料〕
海上公害について
亀井利明
はしがき
商学論集第16巻第 1号において，わたくししま「公害の補償と保険」という
ー文を寄稿し，公害の保険化に対する一般的考察を行なった。しかし，わた
くしの興味の中心である海上公害についてほ，その特殊性のゆえにあまり触
れなかった。そこで本稿において改めて海上公害問題を取りあげることにす
る。
海上公害は各種の廃棄物の海洋投棄に依存したり，石油文化のうえに生存
しているわれわれにとって陸上公害以上にやっかいな問題であり，かつまた
深刻な側面を有している。陸上からの海洋汚染の一般化や船舶の航行に伴う
油濁事故の増加により海上公害問題の有効適切な解決が余儀なくされてきた。
そのために，後述する各種の条約，協定，法律が制定され，この問題の解決
に一歩づつ前進してきた。
その間，わたくしは海難による油濁事故あるいは船主の責任制限という点
に焦点を当て補償ないし保険問題に関心を持ってきた。そして1971年11月に
刊行した拙著「海上保険論」において簡単ながらこの問題に触れた。また，
1971年10月末より11月にかけ韓国の成均館大学校貿易大学院および東方海上
の招へいにより訪韓し，「船主責任，海上公害および海上保険」というテーマ
で集中講義を行なった。帰国直後に，生命保険文化研究所の主催する保険学
セミナーおよび関西大学経済政治研究所の研究会でそれぞれ異った形で研究
発表を行ない，上記の問題を取り扱った。その結果，多くの人々がこの問題
に相当な関心を持っていることが判り，わたくしの講義や研究発表を文章化
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しておこうと考えた。しかし，当時，後述する国際補償基金条約が審議中で，
その内容が十分把握できていなかったため，後日の機会を待つことにした。
この待機中に全く予期せぬ事故が発生した。
それほ1971年11月30日トリーキャニオン号事件の日本版ともいうべきジュ
リアナ号事件であり，これが深刻な社会的問題となり，海上公害問題が大き
くクローズ・アップしてきた。さらに1971年12月18日国際補償基金条約が成
立し，海上公害問題（とくに海洋油濁）につき各方面からの検討が要請され
るようになった。そこで，本稿においては海上公害一般について考察し，そ
れに対する若干の資料を提供し，その解説をしておこう。本稿に次いで本格
的に補償および保険問題を取り上げることにする。
1. 海上公害の意義
事業活動や人間活動によって一般大衆や地域社会に悪影響を及ぽし，人間
の健康や生活環境に対し，広範囲にわたる被害を与えることを公害という。
これが海上という環境で発現し，海洋汚染という形を取って被害を与える場
(1) 
合に，海上公害 (marinepollution)と呼ばれる。海洋汚染はさまざまな経路
をとって実現されるが，何が（汚染物），どこから（汚染源），どううして
（汚染原因），汚染に結びつくのかを明らかにせねばならない。これは次頁の
ように図示することができる。
海洋汚染を生ぜしめる汚染物は大別して油と油以外のものに分類すること
ができる。油による汚染も油それ自体（燃料油，積荷油，機械油等）の場合
(2) 
と廃油（ビルジ，油性水バラスト，スラッジ，廃油ボール）の場合とがある。
(1) 海上公害という語は必ずしも一般的な語ではないが，牧野弁三「海上公害」昭
和4芽F（海文堂）および海上保安白書（昭和応年版以降）にその使用例を見る。牧
野氏は海上公害とは「海上において行なわれ，始まり，または海上に及んだ公害で
あって，さらに船舶の運航又は工場等の事業活動その他の人の活動に伴って生ずる
相当範囲にわたる海域の水質の汚濁，悪臭等による人の健康または生活環境（人の
生活に密接な関係のある財産ならびに人の生活に密接な関係のある水産物植物およ
びその生存環境を含む）に係る被害が生じること」と定義されている（同書9~11
頁）。
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一汚麟 汚染源 汚染原因
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クンク洗浄水，スラッ
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I 産業廃乗物
①有機水銀・鉛→重金属汚染
②窒素化合物・リン化合物→富栄捉化
③製紙廃液→ヘドロ公害
④温排水→熱汚染
⑥放射性廃梨物→原子力公害
⑥有機塩素→農薬汚染
⑦その他
Il 住民廃菜物
①し尿，下水汚泥
②都市ゴミ，その他
油以外のものには各種の産業廃棄物と住民廃棄物とがある。このような汚染
物の分類は非常に大ざっばなものではあるが，海上公害分析に役立つ。
1971年5月に国連事務総長が国連経済社会理事会第51回総会 (Fifty-first
session of Economic and Social Council (United Nations)）に提出した “The
Sea, Prevention and Control of Marine Pollution; Report of the Secretary-
(2) ビルジ (Bilge) とは船舶のエンジン室や船底などにたまった汚水をいう。船中
の漏洩汚水に，エンジンに使用する油が混じって 1万トン以上の大型船だと 1日10
トン程度たまるとのことである (NHK社会部編「日本公害地図」昭和46年， 219 
頁）。 タンカーの場合，積荷油を揚げたあと，空船航行中のバランスを保つために
タンクに海水をバラストとして注入する。そのため海水とタンク内の残留油とがま
ざる（油性バラスト）これを放出し積荷油を積取らねばならないことになる。燃料
油タンクや貨物油タンクの残留物，すなわち油泥をスラッジという。工場や船舶の
捨てる廃油が波にもまれコールタールに似た直径2~30cmのボールになる。これが
廃油ボールである。
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(3) 
General"によれば，より科学的に汚染物を次のように分類している。
（1) ＾ロゲン系炭化水素 (DDT,BHC,ジェルドリン，二‘ノドリソ， PCB)
(2) 石油と石油製品
(3) その他の有機化学物質（合成品ーフェノール，多環式芳香族，溶剤，
アニリソ染料，海面で活性化する物質，天然品ークンニソ， リグニソ，ク、ノ
パク質，炭水化物，テルペン）
(4) 無機化学物質（鉛，水銀，銅， リン）
(5) 栄養物質（硝酸塩， りん酸塩）
(6) 懸濁固形物質（浚渫物，採鉱廃棄物）
(7) 放射性物質（放射能灰，原子力発電廃棄物，医療・産業に用いられる
放射性核種）
(8) 廃熱（温廃水）
このような汚染物がどのような化学的，生態学的変化を惹起し，海上公害
を拡大するかほそれぞれの専門家の研究にまたざるをえないが，われわれの
立場からすれば，汚染物は油とそれ以外のものとの分類で一応足りる。けだ
し，近代的工業国は油を基礎とする工業技術に依存しており，油ほど多方面
に利用される物質はなく，しかもその産出が特定地域にかたより，世界貨物
輸送量の半分にも達する運送を必要とし，油のもたらす海洋汚染（油濁公害）
は他の物質のもたらす海洋汚染に比適するからである。
海洋汚染は海洋環境を破壊し，海洋生物や人間に重大な被害を与える。す
なわち，汚染によって海洋生物の大量殺りくが行なわれ，国民的財産として
の魚介類の棲息する海浜をだめにし，海洋生態に深刻な異変をひき起こすこ
とになる。また，海浜地域の住民を危険にさらし，毒素媒介物や病原菌の混
入した海産物が人間の食物連鎖の中に入り込み，浮遊ゴミや油膜が美観をそ
こね，海洋レクリニーショソの機会をへらし，海産物汚染により漁業被害を
与え，その防止のために多大の費用支出を余儀なくされる。
1970年10月，米国大統領に対して環境問題諮問委員会報告書 (AReport to 
(3) 本報告書は海洋産業研究会「海洋産業研究資料 No.9」（海洋汚染の防止と規
制）に全訳されている。同資料 pp.20~30参照。
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the President Prepared by the Council on Environmental Quality) として
(4) 
"Ocean Dumping,. A National Policy"が発表された。 この報告書によれば
海洋汚染による被害を海洋生物に対する影響と人間に対する影響に分け，そ
(5) 
れぞれを詳細に説明している。それを要約すれば，次のようになる。
(1) 有 毒 性ー→死減，活カ・成長力の低下，生育の
不全，生殖の減退，感覚機能の障害
(2) 
I 
I 海対洋生物
響に する影l(3) 
(4) 
(5) 
(1) 
I 人間に対 1(2) 
する影響
(3) 
酸素欠乏—一叶毎中有機物質の多様性に変化，死亡，
硫化水素やメタンガスの発生
生物学的刺戟ー→富栄養化に伴う肥効増進・死亡，海
中有機物体系の変化
シ ョ ッ ク＿軍需品投棄に伴う爆発による海洋生
物の殺り＜
生息環境の変化ー→サンゴ礁の荒廃，ひとでの爆発的増
加，生物多様性の喪失，生態系の不
安定
公衆衛生ー→人問の食物連鎖に入り込んで毒素媒
介物や病原菌により疾病・伝染病・
中毒・不具・死亡
快適性の損失一~レクリエーションの機会の喪失（遊
泳禁止，腐敗した海草・嫌気性の水
の不快感，油や固形廃棄物等の浮遊
物質による快適感の喪失，ボート遊
びや水上スキーの危険性）
経済的損失ー→海産物の殺りくおよび食用不適切，
魚類汚染，漁獲高減少，漁場閉鎖，
漁業・養殖禁止，海洋清掃費用の支
出
海洋生物に対する影響の第一ほ汚染物の有毒性からくる魚類，軟体類，貝
類，虫類，海草類の死滅，生長阻害，生育不全，生物体への毒性濃縮等を生
じる。生物体への毒性濃縮により肉食動物を危険にさらすことになる。たと
(6) 
えば，食物連鎖によって鳥類を激減させたり，その生殖能力を損う。製紙工
場のヘドロほ植物プラソクトソを死滅させ，油汚染は水の濾過効果を妨げる。
(4) 本書は海洋産業研究会「海洋産業研究資料 No.9」（海洋汚染の防止と規則）
の第Il部81頁以下に翻訳されている。
(5) 海洋産業研究所資料 No.9, pp. 101~106. 
(6) 海洋産業研究所資料 No.9, p. 101. 
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油が動物の呼吸器に直接附着すると動物を殺したり弱めたりし，若千の油の
(7) 
汚染海域では口をガソに侵された魚類が発見されたりしている。
油汚染によって海面に油膜が広がり，海水の蒸発をさまたげたり，酸素欠
乏を生じたり，その生産力を減少させる。極端な場合，海洋気象の変化をも
たらすほどであるとさえいわれている。海水中に含まれる32万ガロンの酸素
(8) 
は1ガロンの原油を完全に酸化するに必要であるといわれている。酸素は海
中生物の生存を支えるものであり，海上に投棄された有機物質の分解，腐敗
に当たって大量に要求されるものである。投棄物の嫌が大であれば，それだ
け酸素の欠乏が進行することになる。
酸素欠乏は海洋生物の生存条件の欠乏を意味するが，その過剰の問題が生
物学的刺戟つまり富栄養化の問題である。これは，わが国の瀬戸内海におい
て赤潮としてさわがれている問題である。赤潮は工場排水などに含まれてい
る栄養塩類（窒素化合物やリンの化合物）が海水中に多くなるとプランクト
ンなどが異常発生し，海水を赤く染める現象である。これが発生するとプラ
ンクトンが海水中の酸素をほとんど消費してしまうので，付近の魚や貝が死
(9) 
減してしまうことになる。
魚介類の死滅は軍需品の投棄による爆発がもっとも急激的である。 1,000
トンの爆発物の深海投棄により， 1海里以後のほとんどの海洋生物を殺し，
4海里以内の魚の浮袋をつぶして殺す衝撃波を発生させるものと計算されて
1,ヽ悶
海洋汚染や海洋投棄は海洋生物の生息環境を変えてしまうわけで，これは
生物学者の研究領域に属する。われわれにとって重要なのは人間に対する影
響，とりわけその経済的損失である。
人間に対する影響の第一は公衆衛生の問題，つまり健康被害である。それ
(7) これは石油中に含まれている発ガン性化学物質によるものであろうといわれて
しヽる (p. 102.）。
(8) 海洋産業研究所資料 No.9, p. 102. 
(9) 昭和47年 2月27日付日本経済新聞参照。なお赤潮の発生メカニズムについては
公害白書昭和46年版88~9頁参照。
(10) 海洋産業研究資料 No.9, p. 103. 
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は人間の食物連鎖から発生する。陸上からの下水は大腸菌を，人間の排せつ
物は各種伝染病の病源菌をまき散らすことになる。有機水銀の汚染により，
魚介類を介して水銀中毒を発生し，かの有名な水俣病を生ぜしめる。海を死
馘させる海洋汚染が人間の健康をも直接，間接にむしばむ結果となる。
海洋汚染は当然ながら快適性の損失を招くことになる。これほ観光や健康
増進（海洋利用）の機会喪失という．いわば金銭的評価不能の損失である。
しかし，海洋汚染が観光事業の不振につながるとそれは経済的損失となる。
経済的損失は観光事業のみならず．漁業，海運，海洋開発等の事業にも発
生し，それらに積極的消極的な財産被害を与える。海運事業の財産被害とい
うのは航行不能，入港不能，海洋投棄物による船舶の損傷などをいう。経済
的損失の最も大なるものはいうまでもなく漁業被害である。これは漁獲量の
減少，漁場喪失，着臭水産物の販売不能，操業障害等の形をとって現われる。
漁業被害中最も大なる問題は赤潮と廃油問題であろう。
赤潮はすでに述べたごとく工場排水（食品．バルプ，繊維等の）に主たる
原因があるとされているが，これにより漁場が荒廃し，操業を無価値化する
ことになる。日本の漁業は第二次大戦後漁獲量が激減し． 「とる漁業」から
「つくる漁業」に方向転換してきたにもかかわらず「つくる漁業」にも打撃
を与える結果となってきた。
工場や船舶の捨てる廃油，タンカーの投棄するビルジ・油性バラスト水等
の油性汚水ほ油膜とオイルボールを作り，漁場に直接打撃を与えたり漁場環
境も変え異臭魚を産むことになる。また，クンカーの衝突や座礁のごとき海
難により重油が流出し，これを処理するために中和剤を使用すると，第二次
公害としての漁業被害を発生せしめる。
石油ほ一般的にいって海産物に対する毒性が低い。その毒性は石油および
石油製品の組成や環境要因（沿岸線や海流等）によって異なっている。もっ
とも大なる危険にさらされるのほ，石油が引き潮によって沈澱する沿岸地帯
に生息する生物である。すなわち，貝額は汚染され，食用海草類は成長を阻
(11) 
害され，販売不能となる。
(11) 海洋産業研究資料 No.9, p. 23. 
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わが国の漁業において直接的被害が報告されているものは，ノリ，カキ，
貝，ナマコ， ワカメ，ハマチなどの養殖水産物である。四面海にかこまれ，
目の前に海があるにもかかわらず，海洋汚染のため水産物を海外から大量に
輸入しなければならず，かつての水産王国は正しく危機にさらされている。
以上，汚染物について述べてきたが，その汚染物がどこから流排出，投棄
されるか，つまり発生源の問題がある。海洋汚染の発生源は大きくわけて船
舶と陸上施設とになる。すなわち，船舶の運航，油荷役または船舶の修理に
伴って通常，油が排出または投棄される。それは船底にたまるビルジ，タソ
ク洗浄水，油性バラスト，スラッジ等である。さらにまた海難によって油が
流出することもある。船舶が汚染源となる場合の多くは油であるが， し尿等
の投棄という場合もある。
他方，汚染源が陸上施設の場合，それは海洋施設，工場その他の陸上施設
となる。そこから排出される廃液，廃油類，鉱滓，汚泥，河川・運河を通じ
て流れ込む汚水およびごみ類が近時大きな社会問題となっている。
「なにが」，「どこから」流排出されるかに次いで問題となるのは「どうし
て」ということである。これは汚染原因の問題である。汚染原因は不可抗力，
過失，故意ということになるが，それが海難，事故，投棄，排出という形を
とって汚染に結びつくことになる。たとえば船舶が荒天に遭遇し，座礁した
ため重油が流出したという場合には不可抗カー海難一排出という連鎖が生じ，
油荷役作業中の送油管の取扱いの上の誤りやバルブ操作のミスによって油が
流出した場合には過失（事故）一排出という連鎖が生じる。また，陸上施設
が排出基準を守ると守らないとを問わず，廃液や廃棄物を流したり投棄して
いる場合，故意一排出（投棄）という連鎖が生じる。
2. 海洋汚染の発生状況と法規制
わが国において海洋汚染がどこで，どのような形で生じているかを調べる
(12) 
には，海上保安庁の把握した統計によるの他はない。第 1表は海洋汚染の地
(12) この統計は海上保安庁が巡視船艇や航空機により自ら確認したものおよび外部
からの通報により具体的に確認したものだけであって，確認されていないものも若
干あろうかと思われる。
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第 1表海洋汚染の地域別発生状況の推移
年
種：＼
北 本 東 駿 伊 大 紀 瀬 四 関 九 日 そ A 口
！ 州 尽↑ 河 勢 阪 伊 戸 国 門 州 盃靡の東 水 内 南 付 沿別 岸 湾 湾 湾 湾 道 海 岸 近 岸 他 計
油によるもの 61 10 5 1 6 3 3 6 95 
38 油も以の外による 4 2 5 1 1 13 
＾ ロ 計 65 10 7 6 6 1 3 4 6 108 油によるもの 4 2 43 9 19 5 7 4 3 7 4 107 
41 油も以の外による 1 1 1 3 
＾ ロ 計 4 2 4 9 20 5 7 4 3 8 4 110 ． l 油によるもの 7 3 46 6 25 10 5 14 3 12 ， .,4 
42 油も以の外による 1 5 
＾ ロ 計 7 3 46 6 25 10 5 14 3 16 10 4 149 油によるもの 7 12 67 3 44 27 8 23 1 5 11 23 7 238 
43 油も以の外による 1 1 1 3 2 8 
＾ ロ 計 7 12 68 3 44 27 8 24 2 5 11 26 9 2鉛油によるもの 12 11 51 3 25 38 12 48 6 3 32 17 15 273 
44 油も以の外による 10 1 1 2 21 35 
＾ ロ 計 12 21 51 3 26 38 12 49 6 3 34 38 15 308 油によるもの ~ 5 49 19 41 14 77 2 23 32 16 349 
45 油も以外による 6 6 7 2 1 60 2 3 91 
合の 計 I30 58 56 19 43 15 137 4 23 35 20 ` 440 
（昭和46年版海上保安白書28頁，ただし，昭和38年の数字については昭和43年版海上
保安白書141頁による）
域別発生状況の推移を示したものである。本表によると日本のほとんど全海
域にわたって海洋汚染が発生していることが判る。汚染物についていえば，
もちろん汚染の把握方法にもよるが，油によるものが多く，昭和45年にほ海
洋汚染の79％に上っている。もっとも油以外の汚染もしだいに増加の傾向に
ある。地域別に見れば，瀬戸内海が最も多く，昭和45年の数字でいくと実に
32％に上っている。次いで本州東岸，東京湾，大阪湾となっている。東京湾
での汚染の増加傾向はほぼ横ばいであるが，瀬戸内海や大阪湾ほ驚くべき増
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加を示している。すなわち，昭和38年を基準に考えると，瀬戸内海は実に
22.8倍，大阪湾は 6.1倍の汚染を記録していることになる。
次に，海洋汚染の発生源および発生原因を調べると第2表のとおりである。
本表によれば，油汚染はその発生源の大半が船舶にあり，油以外の他の汚染
についてはその発生源が陸上にあった。けれども，昭和45年についていえば，
油以外の汚染についてはその発生源として船舶と陸上との間に大差がなくな
っている。海洋汚染の80％近くが油汚染であり，昭和45年における油汚染の
発生源が船舶とされるもの54.7%，陸上11.2%，不明34.1%，となっている。
しかも船舶からの油流出事故は2日に1件は確実に発生していることになる。
かくて，海洋汚染の中心は何といっても船舶からの油流出ということにな
る。
海洋汚染は5年前の 4倍にも上っているが，その原因を調べると，全体と
しては不法投棄が最も多く， 29％を占め，原因不明，バルプ操作の誤り，海
難，クンク・パイプの破損が続いている。船舶からの油流出に限定すれば，
昭和45年においてはバルブ操作の誤りが最も多く 36.6％に上り，次いで海難
32.4%，不法投棄26.6％となっている。したがって，われわれが油濁公害を
論ずる場合，慢性油濁と海難油濁とを区別する必要があり，バルブ操作等の
誤り（過失），海難（不可抗力，過失）および不法投棄（故意）について充分
留意しなければならない。
すなわち，バルプ操作の誤りと表示される船舶の油取扱い上の過失ほ燃料
油・潤滑油の補給やシフト作業，ならびにクンカーの荷役・バラスト作業に
おけるミスを意味している。これを防止するためには各種設備や機具の整備，
点検および作業の適正な実施しかない。海難は不可抗力や過失から生じるが，
海難が発生すれば大なり小なり油流出が起こり，その救助作業の方法や内容
も油流出に関連する。海難による油流出を防止するには海難そのものを防止
しなければならない。不法投棄ほ論外で，法を守り，人類の共有財産である
海洋を汚染しないというモラルの問題であるう。法が経済性や安易性のため
に守られないならぼ厳格な監視や罰則で望むの他はない。
海洋汚染（慢性油濁や海難油濁をも含めて）を防止するためには，汚染状
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況の監視体制を強化するとともに，汚染物質の排出を規制する法制の整備を
行なうとともに，これらの法令の励行を図り違反の取締りを行なうための体
制の充実・強化を図り，あわせて汚染防止のための環境整備と防止技術の研
(13) 
究開発および調査を積極的に推進する必要がある。そこで，海上公害に関連
する各種の法制が整備され，①排出規制の設定，②監視•取締り体制の強化，
③汚染防止のための環境整備と各種対策の推進が図られるようになった。海
洋汚染防止に関する法令には次のごときものがある。
① 海洋汚染防止法（油濁防止法を吸収）一船舶および海洋施設から海洋
に油および廃棄物を排出することを規制し，廃油の適正な処置を確保すると
ともに，海洋汚染の防除のための措置を講ずることにより海洋の汚染を防止
(14) 
し，もって海洋環境の保全に資することを目的としている。
③ 港則法ー港内の船舶交通の安全の確保と港内の整とんを図ることを目
的とする。本法は船舶交通の直接，間接の阻害を規制しており，バラスト，
廃油，石炭がら，ごみ等の港域内での投棄を禁止している。
⑧ 水産資源保護法一本法に基づき都道府県漁業調整規則が定められてい
る。
④ 廃棄物の処理および清掃に関する法律一清掃法を全面的に改正したも
の。
⑥ 水質汚濁防止法一水質保全法と工場排水規制法とを統合して改正され
たものである。本法は工場および事業場から公共用水域（河川，湖沼，港湾，
沿岸海域等）から排出される水の排出を規制することにより水質汚濁の防止
を図ることを目的としている。
⑥ 人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律一いわゆる公害罪を規定
(13) 海上保安白書昭和46年版， 34頁。
(14) 海上公害防止のための中心的な法律で，昭和47年6月25日から完全実施される。
この詳細に立ち入る紙幅がないので，その内容を図示したものを引用しておこう。
第1図は海洋汚染防止法の全般的なあらましの図示であり，第 2図は事故が生じた
場合の法の仕組みの図示である。なお同法については「新公害14法の解説」（商事法
務研究会）昭和46年235頁以下； 「公害関係法令・解説集」（帝国地方行政学会）昭
和46年147頁以下；雑誌「海事と情報」 1971年9月号参照。
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第 1図 海洋汚染防止法の概要
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第 2図 事故が生じた場合の海洋汚染防止法の仕組み
①必要な措置を講ずぺきこと
を金33．ことができる。
： 
＇ 
②応急．あるいは必凄な措既が講ぜ
られず、またはそれだけでは •I·
分でないと認められる場合は、
必要な措置を講じ．それに翌し
た費用を粕船の所有者に負担さ
竺五ことがで邑る。
①排／i1油防除のための
応急措置を鵡じなけ
ればならなし＇・
証の油の排出）
②排出油防除のための
必要な惜慨を講じな
ければならない。
------ ③ （港内または港の附
近にある船俯からの
事故であるときは、）
援助・協力して、必
要な措置を講ずるよ
う努めなければなら
ない。
③栂洋環境の保全に斉しい障害を
およばすなどの陳害を生ずるお
それのある場合は．当該船船の
蘊・徘出された油の焼却・附
近梅域の財産の処分をすること
ができる．
（石油資料月報16巻12号29頁より）
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ビ④同衰者として？鵡鴎立
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したもの。
(15) 
国連事務総長の報告書，「海洋汚染防止と規制」によれば，海洋汚染に関す
る現行の国家レベルの法律は⑥船舶による油濁の規制，R陸上の活動から生
ずる汚染の規制，⑤海洋に投棄される廃棄物による汚染の規制，＠大陸棚資
源の探査，採掘によって生じる汚染の規制，R特殊汚染物質，特に放射性物
質の規制，①航海または港湾運営に支障をきたすおそれのある汚染の規制，
⑧海洋生物資源に危害を及ぼす汚染の防止をめざした一般的な漁業法中の条
項という 7つのカテゴリーに分類される。このカテゴリーに当てはめれば，
①はR⑥に②は①に，③は⑧に，④はRに，⑤はRに，⑥はRに関連するも
のといえよう。
海洋汚染は一国だけの問題ではない。それは全地球的問題である。それゆ
え海洋汚染の防止およびその対策については国家レベルでの規制では十分で
はない。国際的な協調と対策が必要である。
海洋汚染が国際的な問題となっているため，この問題を討議し，汚染拡大
を防止するために，国連自体（国連人間環境会議）およびいくつかの国連機
(16) 
関がいろいろな側面を取りあげている。それは以下のとおりである。
(1) 国連人問環境会議一人間環境の改善をはかるための勧告を討議し，宣
言するための会議である。海洋汚染問題を含めて広く公害問題に取り組んで
いる。 1972年6月にストックホルム会議が開かれるが，それに先がけ 3月16
(17) 
日国連環境会議事務局が「人間環境のための行動計画」を発表した。
(2) ユネスコ (UNNESCO)および同政府間海洋学委員会 (Inter-Govern-
Oceanographic Commission; IOC)一汚染物質の径路，運命および影響を判
ment定するに役立つ海洋中における物理的，化学的，生物学的な科学的調査
および汚染物質の監視に関する活動を行なっている。
(3) 食料農業機構 (Food and Agriculture Organization of the United 
Nations; FAO)一その事務の一つとして世界漁業の推進活動を行なう機関で
(15) 海洋産業研究資料 No.9, p. 41. 
(16) 海洋産業研究資料 No.9, pp. 44~56参照。
(17) 昭和47年 3月17日付日本経済新聞参照。
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あるが， FOA漁業部は漁業に影響を与える海洋汚染問題から IOCへの協力
を通じて全般的な海洋汚染問題をも取り扱っている。
(4) 世界保健機構 (WorldHealth Organization; WHO)一沿岸汚染およ
び海産物についての保健上の側面をその業務の一部として取り扱う機関であ
る。すなわち，水質汚染立法の比較検討，港湾における船舶からの廃棄物に
関する問題，船舶衛生全般などが取り扱われている。
(5) 世界気象機構 (WorldMeteorological Organization; WMO)一海洋環
境における汚染物の予知，測定，監視に関する活動を行なっている。大気降
下物や流出原油の移動や拡散を予知する理論研究も行なっている。
(6) 国際原子力委員会 (InternationalAtomic Energy Agency; IAEA) -
原子力の平和利用および原子力の平和利用によって生じる放射性廃棄物の管
理と処理に関する安全基準を確立するための活動を行なっている。
(7) 政府間海事協議機構 (Inter-GovernmentalMaritime Co~sultative Orga-
nization; IMCO)一主として石油汚染の防止と規制に関する技術的，法律的
な活動を行なっている。後者についてほ法律委員会の作業を通じてなされる。
そこでほ創設以来以下の諸問題の検討が行なわれ，後述する各種の油濁に関
する条約の基礎を提供した。
R 国家がその領海内で発生した偶発事故によって直接の脅威または影響
を受けた場合に，その国家の措置によって，船主，サルベージ会社，保険会
社，あるいは船籍国の利害が侵害されると否とを問わず，その国家はどの程
度まで，自己の沿岸線，港湾，領海，権益を守るための措置を取り得るかの
問題。
⑥ 船舶あるいは積荷が第三者に対して与えた損害に対して，船主，船舶
使用者，もしくは積荷の所有者が有する責任の性質と程度に関する諸問題。
⑥ 船主，船舶使用者もしくは積荷の所有者が汚染の被害者に対して負う
賠償責任を実行できるように保証するための保険計画。
④ なんらかの理由によって被害を受けた当事者あるいは当事国政府が，
船主もしくは積荷所有者による補償を受けられなかった場合に，被害当事国
政府あるいは被害当事者が，損害に対する補償を受けられるようにするため
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の取り決め問題。
(8) 国連海洋汚染専門家会議 (TheJoint Group of Experts on the Scien-
tific Aspects of Marine Pollution; GESAMP)一海洋汚染の科学的側面に関
する専門家グループで， IOCならびに国連内の諸組織に対し海洋汚染の特定
の側面（たとえば海洋汚染の防止）について，助言，援助を行なう。
このような国連機関の活動（とりわけ IMCO) によって海洋汚染に関す
る国際条約が締結された。
海洋汚染に関する条約は放射能汚染と石油汚染に関するものだけである。
とりわけ重要なものは後者である。すなわち，石油の用途が多岐にわたり，
その消費量が年々増大し，産油国から消費国への運送を必然的に伴うゆえ，
石油の一部が不可避的に海洋に入る結果，石油汚染が増加している。そのた
め石油汚染を減少し，極力防止するため，海洋への石油の投棄を規制する必
要がある。そこで，世界海運の95％を占める42カ国が1954年国際海上油濁防
止条約を採択し，これが1962年および1969年に修正された。これは油濁防止
に関する条約であるが，油濁を生じた湯合の公法条約（介入権条約）および
私法条約（油濁民事責任条約）が1969年11月に締結され，さらにその私法条
(18) 
約を補充するため1971年12月に国際補償基金条約が締結された。
3. 海難と海洋汚染
油濁という海洋汚染が生じるのほ船舶から油を流排出するからである。そ
れはすでに述べたように廃油と油それ自体があり，これが故意，過失，不可
抗力によって流排出される。廃油が海上に排出されるのはそのほとんどが故
意である。けだし，船舶の運航または修理に伴って廃油が生じ，この処分が
(18) 油濁民事責任条約および国際補償基金条約については第6項参照。公法条約は
「油濁事故が発生した際の公海上の措置に関する国際条約」 (InternationalConve-
ntion Relating to Intervention on the High Sea in Cases of Oil Pollution Casu~ 
alties)をさす。わが国の海洋汚染防止法はこの条約の趣旨と「19乱年の油による海
水汚濁の防止のための国際条約」(1962年および1969年改正）（海水油濁防止条約）の
号趣旨をとり入れている。海水油濁防止条約についてほ「トランスボート」 46年5
月号参照。
56 (56) 海上公害について（亀井）
必要となってくるわけで，海上へ排出ないし投棄することが最も安易な方法
だからである。船舶の機関室から船舶の運航に伴って燃料油や潤滑油が漏出
して，これが船底にたまり，船底に流入している海水と混合し，油性混合物
(19) 
たるビルジを不可避的に生ぜしめる。ビルジ処理装置を持たぬ船舶はこれを
海上に排出する結果となる。またクンカーが船積港へ空船で回航される場合
にバラストとして大量の海水を積載せねばならず，これが貨物油クソクの隔
壁に付着している油と混合し，油性混合水となり，船積港付近で排出される
(20) 
ことになる。外航クンカーの場合にはその排出は原油生産国の海域で排出さ
れるが，内航クンカーの場合にはわが国の石油コソビナート付近の海域で排
出されることになってくる。また船舶の検査や修理のためドック入りする場
合にほ貨物油クソクや燃料油タンクを洗浄せねばならず，その際にも油性混
合水としてのクンク洗浄水やスラッジが生じ，これがドック周辺の海域に排
(21) 
出される。
過失によって廃油が排出されることもあるが，むしろ油荷役作業中の油そ
れ自体の流出が問題であろう。不可抗力に伴う流出はいうまでもなく海難に
伴う油それ自体で，この場合廃油の排出は量的にみて大した問題とはならな
い。
かくて油濁の問題は①故意に排出される廃油規制問題，③過失または不可
抗力によって流出する油に対する処置問題になる。もちろん，③の問題は海
難防止に関する処置がその前提的な問題として介在する。
ところで，わが国の海洋汚染防止法は①195¥1=-の油による海水の汚濁防止
のための国際条約を改正する1969年の改正条約とR1969年の油濁事故に対す
(19) 一応の推定によると総トン数1,000トン程度の船舶で年間約100トンのビルジ
が生じ，その油分含有量は約 100分の 1程度である（運輸省海水油濁防止研究会
「海水油濁防止法の解説」昭和妬年， 4頁）。・ ， 
(20) 海水バラストとして積載されるのは通常載荷重量トンの約3分の 1である。油
性バラスト水の油分含有量は約1,000分の 1程度と推定されている（前掲書， 4頁）。
(21) タンク洗浄水の量はタンカーの貨物油タンクで通常載荷重量トンの約10分の 1
程度で，その油分含有量は約 100分の 2~3程度と推定されている（前掲書， 5
頁）。
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る公海上の措置に関する国際条約の早期批准に備えて国内法制の整備を図る
必要性から昭和45年に制定されたものである。それは，①の船舶からの油排
出について全海域排出禁止と⑨の公海における汚濁事故に対する沿岸国の権
利拡大をとり入れたものであった。海洋汚染防止法第 4条によれば，何人も
海域において船舶から油を排出してはならないとして，原則的に全海域油排
(22) (23) 
出禁止の原則をうち出し，特に例外的な場合と一定の基準に適合する場合に
ついてのみ油の排出を認めている。このように油の排出が例外的に認められ
第 1表海難発生隻数・トン数の推移
い 41 42 43 44 45 
~ 
隻 数 1,679 1,551 1,387 1,506 1,581 
＇ 
総 ト ン数 1,110,102 1,012,896 1,055,411 1,435,569 1,716,177 
1隻当り平均総トン数 661 653 761 953 1,086 
漁 隻 数 1,145 1,196 1,121 1,172 1,065 
総 卜 ン 数 74,736 71,058 61,508 65,844 57,903 
船 1隻当り平均総トン数 65 59 55 56 54 
計
隻 数 2,824 2,747 2,508 2,678 2,6妬
総 卜 ン 数 1,184,898 1,183,953 1,116,919 1,501,413 1,774,080 
（海上保安白書昭和46年版63頁）
(22) 例外的な油の排出とは①船舶の安全を確保し，船舶もしくは積荷の損傷を防止
し，または人命を救助するため，②船舶の損傷その他やむを得ない原因により油が
排出された場合において引き続く油の排出を防止するための可能な一切の措置をと
るため，をいう。
(23) 一定の基準に適合する場合とは①油と③水バラストに分けて規定されている。
船舶からの油（タンカーにあってはビルジにかぎり，タンカー以外の船舶で総トン
数300トン未満のものからのピルジは除く）については（i)航行中に排出すること，
(i)油分の瞬間排出率が 1海里当たり60リットル以下であること，（ii)IOOPPM未
満 (1万立方センチメートル当たり 1立方センチメートル未満）であることである。
水バラストについては（i)航行中に排出すること，（i)油分の瞬間排出率が1海里
当たり60リットル以下であること，（ii)航海中に排出される油分が，そのタンカー
の総貨物舷積載容積の15,000分の 1以下であること，（iv)海岸から50海里をこえる
海域において排出されることである。
58 (58) 海上公害について（亀井）
第2表 船種別海難発
＼ ~ 船稲～～ - 区分 保有隻数 海難発生隻数 海難発生率
43144 45 
% ゚
貨物船 5. 3 5. 8 5. 8 
旅客船
タンカー
4・外i4．] 庁 5．5
その他 1. 1. 1.8 
計 4. 4. 4. 6 
（海上保安白書昭和44年版40頁， 45年版56頁， 46年版66頁より作成）
るが，それは海洋汚染の大きな原因となる。しかし，それはすでに油と水の
混合したもので，海洋汚染も除々に進行することになる。ところが，海難が
生じると油そのもの，すなわち原油や石油それ自体が大量に海上に放出され，
きわめて濃度のこい海洋汚染が生じる。そのため人類にとって直接的かつ重
大な脅威を与える。もちろんそれが海洋環境に入るといろいろな環境破壊を
起こし，それが各種の被害原因となる。
(24) 
原油が海洋環境に入ると次のようなことが生じる。すなわち，原油が海上
に流出すると海上にまず油濁面を形成し，これが風や潮流の作用によって海
面を移動する。中東原油の場合， 1m3が10分以内に直径48mの円に広がると
いわれている。原油中の揮発成分は大気にさらされることによって気化する。
新鮮な原油の場合海上流出後30時間で， 30％まで気化によって失われてしま
うといわれている。これに対して石油は海水中の鉱物塩類ならびに日光や微
生物の触媒作用によって自動酸化し，その成分いかんによって（ロウ分が多
いか，粘度が高いか）タール状残留物の塊りを形成し，これが長期間海上を
漂流する。また，石油ほ固体粒子に吸収されると分解することなく沈下する。
そこで，われわれ自身考察しなければならない問題は①海難の原因，現状，
防止について，R油濁の防除，その補償およぴ保険についてであろう。
最近5カ年間における漁船と一般船舶（動力木船を含む）の全船舶につい
て，わが国の海難統計（救助を必要とする海難統計）は第1表のとおりである。
(24) 海洋産業研究資料 No.9, p. 23. 
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生率および全損率
全損隻数 保有隻数に対する全損率 海難発生隻数に対する全損率
43 I 44 I 45 I 43 I 44 I 45 I 43 1 44 1 45 
%1 I I % 
1. 01 20. 1 19. 21 17. 2 
31 0. 21 0. 21 0. 1 13. 21 8. 91 - 8. 1 
| 10 0. 4 0. 31 0. 3 7. 9 6. 2 6.0 
I I i 21 0. 31 0. 4i 0. 4: 27. 71 30. li 2. 1 
I 1831 o. 81 o. 8j o. 7i 18. 8j 18. o[ 15. 7 
--
本表によると一般船舶の海難発生隻数は41年から比べると減少しているが，
43年を底として増加傾向が見られる。海難発生船舶の総トン数および1隻当
たり平均総トン数は明らかに増大しており，最近の海難船舶大型化の傾向を
示している。
海難の発生した一般船舶を船種別に見ると第 2表のとおりである。海難発
生率ほ貨物船とタンカーが高い比率を示し，旅客船およびその他が低い比率
を示している。ところが貨物船の海難発生率は横ばい状態であるが，夕｀ノカ
ーのそれは逓増傾向にある。この統計では 5総トン以上の一般船舶の統計で
あるから，保有隻数に対するタンカー隻数の割合は小で，昭和45年で12％に
しかなっておらず，かりに， 100総トンあるいは10,000総トン以上の船舶の
海難をとりあげれぼ夕、ノカーの海難発生率はより増大の傾向が見られよう。
(25) 
加えて，近時一般にタンカーの一般船舶に対して占める比重が高まっており，
その海難発生率も増大するのではないかと思われる。次に海難に遭遇した船
(25) 世界の 100総トン以上の商船に占めるタンカーのトン数割合は1969年36.6%,
1970年37.9%,1971年38.9％としだいに増加してきている。 1970年（昭和45年）に
おける日本の100総トン以上の商船は7,867隻， 23,715,000トンであり，そのうち貨
物船が5,282隻 (67.0%),14,563,000トン (61.4%），タンカーが2,113隻 (27.0%)
8,883,000トン (37.4%），客船472隻 (5.0%),269,000トン (1.2%)である（日本
海事新聞昭和47年2月26日）。 また，タンカーの増加も， 1966年を基準とすると
（隻数1,642， トン数4,818.000トン）， 1970年は隻数において， 1.28倍， トン数に
おいて1.84倍に上っている。
60 (60) 海上公害について（亀井）
第3表海難種別発生状況（昭和45年）
＼＼、 海難種別
衝突 炉 麟 火災 浸水 転覆 彗 かじ 闘 言） 計＼ ¥̀、 晨 故障トン数別 ｀＼＼＼  
5 トン未満 3 1 4 1 2 11 
5~ 20 1 2 1 5 2 1 12 
20~ 100 10 11 13 2 6 6 5 2 55 
100~ 500 63 170 44 17 47 32 18 ， 1 19 420 
500~ 1,000 31 31 13 7 4 6 2 2 96 
1,000~ 3,000 14 17 ， 5 2 | 3 11 61 
3,000~10,000 10 16 5 13 2 2 1 3 52 
10,000トン以上 4 11 5 5 4 1 2 32 
計 136 250 94 49 71 42 31 18 1 I 38 739 
（海上保安白書昭和46年版68頁より）
舶が全損になる割合を見ると対保有隻数の比率は貨物船がずば抜けて高く，
タンカーがこれに次いでいる。海難発生隻数に対する全損率もまた貨物船が
ずば抜けて高いが，この比率に関するかぎり，タソカーは旅客船より下廻っ
ている。 ' 
次に，一般船舶のうち動力鋼船について海難種別を見ると第 3表のとおり
である。本表は1970年度の統計であるが，その傾向はそれ以前のものと大差
がない。本表によれば100~500トン階層の小型鋼船の海難が 420隻に上り，
57％を占めている。この種の船舶は内航海運の主力をなすもので，その活動
舞台たる沿岸海域の複雑性，気象・海象の変化の激しさ，安全運航体制の不
十分さ等に基づくものであろう。海難種別に見れば，乗揚げが最も多く，
3.5％に上り，次いで衝突 (18.4%），機関故障 (12.7%），浸水 (9.6%），火
災 (6.6%) と続いている。乗揚げと衝突は最も一般的な海難で， この二つ
で，実に53.4％に上っている。
これらの海難がどうして発生するのか，すなわち海難の原因いかんが問題
となる。 「海難ほ，天候・風浪・視程•海潮流等の気象・海象条件，航行水
域の広狭，船舶交通のふくそう状況，船体・機関の性能・構造に加えて乗組
員の知識・技能・健康等の要因がそれぞれ複雑にからみあって発生している
海上公害について（亀井）
第4表原因別全海難発生状況（昭和45年度）
I~ 運過航誤の扱機良関い取不墨載不物火不気取注扱可意燃い
衝 突 375 2 
乗 揚 げ 504 1 2 
機関故障 5 360 
火 災 2 23 1 
浸 水 128 26 39 
転 覆 111 1 33 
推進器障害 137 7 1 
かじ故障 20 
行方不明 4 
そ の 他 90 14 10 
計 1,376 434 - 86 
（海上保安白書昭和46年版第3-10表より）
(26) 
129 
7 
136 
材造良質の構不不可抗原因不
力 明
75 4 
24 3 
113 6 
3 8 16 
94 15 26 
3 7 5 
5 4 
23 1 
1 4 
2 37 2 
244 176 67 
(61) 61 
その他 計
18 474 
10 卑， 493 
6 188 
22 350 
12 172 
31 185 
4 48 ， 
21 183 
133 2,646 
場合が多い」といわれている。昭和45年度における 2,646件による全海難
（一般船舶と魚船の）の原因を調べると，第 4表のとおりである。
本表によると運航の過誤が最も多く， 52％にも上っている。運運の過誤の
内容は操船不適切 (345)，見張不十分 (289)，船位不確認 (242)，気象海象
不注意 (167)，航標誤認 (31)，水路調査不十分 (83)，船体機器整備不良
(62)，荒天準備不良 (57)，避難時期不適切 (31)，航法違反 (23)．ビルジ
不注意 (21)．錨地不良 (21) となっている。 最後のビルジ不注意により浸
水や転覆が生じる。
運航の過誤はいうまでもなく船舶技術あるいは操船技術上の過失であるが，
機関取扱い不良，積載不良，火気可燃物取扱い不注意も同様に解して差し支
えない。材質構造の不良は建造に関する欠かんや船舶管理ないし保船上の欠
かんである。それゆえこれは船員や船主の過失のみによる不堪航とはいえな
いわけで，若千とも不可抗力的要素を持っている。不可抗力と表示されてい
る176件の内訳を見ると気象海象84, 他船の過失79, 自然発火 5, 港湾設備
(26) 海上保安白書昭和46年版74頁，なお福島弘氏は海難発生につき，①自然条件，
③航路条件，⑧船舶条件，④交通条件，⑥運航者条件をあげ，それぞれ詳細に分析
されている（海難防止論，昭和47年， 51頁以下）。
62 (62) 
¥距岸別l 
港 内
3海里木満
3 ~ 50 
50 ~ 100 
100 ~ 500 
500海里以上
不 明
計
海上公害について（亀井）
第 5表距岸別海難発生状況
衝突 1乗け揚 麟 火災 浸水 転覆 贋圭ロ畠かじ行方明故障不
194 181 51 132 184 62 37 8 1 
167 338 176 15 93 88 49 18 2 
96 11 183 22 45 14 60 12 5 
3 1 20 2 1 13 4 1 ， 1 41 7 11 3 21 2 
5 12 22 10 15 5 5 4 
1 
4741544 493 188 350 172 185 48 ， 
（海上保安白書46年版71頁より）
その 計他
82 932 
50 996 
34 482 
3 48 
10 105 
4 82 
1 
182 2,646 
不良2となっており，必ずしも全面的に不可抗力とは認めがたいものが含ま
れている。
次に，海難が一体どこで生じているかの問題がある。第5表は全海難につ
いて距岸別の発生状況を示したものである。これは昭和45年度に関するもの
であるが，ここ 4~5年来その様相において大差がない。本表によれば 3海
里未満の海域における海難が最も多く， 38％に上っている。次いで港内にお
ける海難35%, 3海里から50海里の海域における海難14％となっている。こ
れは近海における海難，とりわけ狭水道海難および港内海難の重大性を物語
っている。そこで，狭水道海難および港内海難を地理的にその数字（昭和45
年）を示せば第6表のとおりである。
本表によると港内海難の39%（昭和45年）近くが 5大港で生じており，京
浜港，大阪港，神戸港の海難多発には驚きの他はない。これは狭い港域にお
ける交通のふくそうを物語るわけで，衝突の多発を示すものである。同様な
ことは全国18カ所の主要狭水道についてもいえるわけで，昭和45年に発生し
た主要狭水道海難 188件は 3海里未満海域の海難の19％に相当する。また，
五大港内海難と主要狭水道海難の昭和45年度の合計 553件は全海難の21％に
相当し，いかにこれらの海難が重要な比重を占＇めているかが判る。主要狭水
道海難についていえば，瀬戸内海周辺および大阪湾周辺の狭水道の海難が群
海上公害について（亀井） (63) 63 
第 6表港内および狭水道海難の推移
港 内 海 難 主要狭水道海難
＼港別度
43 44 45 ＼ 水道名 43 44 45 
鼻｛東京 29 46 
棗湾浦賀水道 19 17 16 
27 
横浜 80 52 70 
［喜
伊布箱施良崎湖田水水水道
4 5 6 
(14) 8 (20) 10 (13) 6 
名古屋 16 6 19 
2 5 1 
大阪 109 107 88 
闘`
友鳴明ケ石門島海海水峡道
36 40 41 
(62) 12 (73) 19 
(59) 10 
神戸 67 94 90 14 14 8 
関門 43 46 52 備直来堕〗 讃島彗i島 瀬水海戸道；； 巳峡 23 35 33 塑 6 6 2 10 18 8 
五大港計 344 332 365 胃尻 (84) 3 (115) i (88) 3 2 
4 1 4 
辺
速関 喜瀬海戸峡； 3 4 4 4 7 
その他 541 569 567 31 45 29 
そ他 平倉戸良瀬瀕戸 (7) 5 (13) 8 5 (12) ， 
の 2 3 
合計 885 901 932 
メ口入 計 186 238 188 
（海上保安白書昭和46年版， 84頁， 87頁より）
を抜いて多発しており，昭和45年度についていえば，両方で実に78％に達し
ている。これは交通量が多いうえ，水路が屈曲し，海流が速く，時には霧が
発生するというような海上交通の難所に当たっているからである。
4. タンカー海難と油濁
近時における石炭から石油へのニネルギー源の転換，石油化学工業の発達，
モークリゼーションの進行等に伴って石油需要が世界的に増加し，石油なし
には文化的生活が営まれなくなってきた。ところが，石油産出国と消費国と
は地理的に偏在し，大口の消費国であるヨーロッパ諸国や日本でほ生産が皆
無に近く，そのほとんどを輸入に頼らなければならない。世界における石油
輸出入等の推移は第 1表のとおりである。本表によれば，日本の石油輸入量
64 (64) 海上公害について（亀井）
第 1表世界石油輸出入の推移
輸 入 輸
年度
アメリヨーロ 日本その他 カリプ
カ ッパ 計 海 中東
1960 95 206 32 112 447 136 234 
1961 99 224 43 126 492 139 252 
1962 108 265 48 , 136 557 159 277 
1963 110 303 62 140 615 162 306 
1964 117 346 75 149 687 167 345 
1965 127 378 88 159 752 173 383 
1966 133 426 103 163 825 161 426 
1967 131 458 120 184 893 166 455 
1968 147 .519 153 199 1,018, 171 519 
1969 163 562 182 碑 1,153 182 571 
1970 170 64. 211 238 1,263 172- 631 
（単位100万トン）
出
北アメ
リカ その他共産圏， 44 24 
17 53 31 
33 53 35 
50 60 37 
71 62 42 
83 67 46 
107 79 52 
118 100 54 
174 98 56 
203 145 52 
232 181 47 
（別府健次「最近における世界タンカーの動向」石油文化46年6月号， 42頁より）
の増加率および輸入量の大きさはきわだっている。とくに，その輸入量の増
加には目を見ほり， 1970年の輸入量2億1,100トンは1960年のそれの6,6倍に
当たる。石油輸入量が増大すると必然的にクンカー保有量も増加するほずで，
第2表に示されたとおり 1970年のクソカー保有トン 1,560万トンは1960年の
7,4倍に当たっている。
クソカー保有量も日本の増加率はすさまじく，この間の経済成長を裏づけ
るものである。 1970年には世界保有クンカーの約10％を日本が保有し，世界
第 4位のクンカー保有国にラソクされるに至った。石油輸入量およびクンカ
ー保有量が増加するとそれだけ日本沿岸および日本への石油運送航路は汚染
され，海難事故による油濁が増加する。そこでクンカーの海難の状況を調べ
ると第3表のとおりである。
クンカーの海難ほ他の船舶の海難と同様な原因で生じるが，なおクンカー
固有の原因から生じることもあり，かつまtこ海難に遭遇すると積荷油の爆発
火災，流出油への引火による付近の船舶および陸上施設に重大な被害を与え
ることがある。かりに流出油に引火しないとしても，すでに述べてきたよう
な油濁による被害を与える。最近 5カ年間におけるクンカー海難ほ年によっ
海上公害について（亀井） (65) 65 
I 
第 2表世界保有タンカーの推移 （単位100万G.T.) 
年度 アメリカ イギリス
ノルウェ 便国宜置籍 日本 その他 合計
1960 8.9 9.8 9.4 14.6 2. 1 19.2 64.0 
1961 9.1 10.4 9. 7 14. 1 2.6 21. 9 67.1 
1962 9.0 1. 1 10. 1 14. 1 3.5 22.5 70.3 
1963 9.0 1. 8 10.8 15. 7 4. 1 23.6 75.0 
1964 8. 7 1. 7 12.2 18.9 5.0 25.1 81. 6 
1965 8.8 11.8 13.3 23.3 6.5 26.4 90. 1 
1966 8. 7 12.5 14.9 25.2 8.4 29.7 99.4 
1967 8. 7 13.2 16.6 27.8 9.8 31. 8 107.9 
1968 8.8 15.4 16.4 31. 5 11.4 36.0 119. 5 
1969 9.1 18.8 15. 7 36.0 13. 7 41. 9 135.2 
1970 9.5 21. 9 17.2 43.4 15.6 48.1 155. 7 
（前掲 46頁より）
第 3表 タンカーのトン数別海難発生隻数の推移
□贔＼二 41 42 43 44 45 
100・トン未満 33 29 24 24 (1) 22隻
100~ 500 70 96 70 83 94 
500-v 1,000 20 25 26 (1) 14 36 (1) 
1,000~ 3,000 2 3 3 2 (1) 7 
3,000~10,000 2 (1) 
10,000トン以上 11(10) 4 (2) 5 (2) 9 (3) 11 (6) 
計 138(11) 157 (2) 128 (3) 132 (5) 170 (7) 
注 カッコ内は外国船である。 （海上保安白書昭和46年版， 78頁より）
て差はあるが，大体において逓増傾向にある。しかし，昭和45年には急増し
最高の 170件を記録している。トン数別に見た場合， 100~500トンクラスの
タンカー海難が多発しており，昭和45年には全体の55.2％を示している。ま
た， 500~1,000トンクラスのクンカー海難もこれに次いで多く，全体の21.7 
％を示している。つまり，タンカー海難ほ 1,000トソ以下の内航小型タンカ
ーに集中し，全体の77％に達している。石油基地から京浜京葉，中京，阪神，
瀬戸内海等の石油コンビナートヘ，石油コンビナートから消費地への運送ほ
内航小型クソカーの担当するところで，これらのクンカーに海難が多発して
66 (66) 海上公害について（亀井）
第4表 タンカーの距岸別海難発生状況：港If臼50~1;0100~5：口1-
（海上保安白書45年版69頁，同46年版79頁より）
第5表 クンカーの海難種別発生状況
年ぐ衝突 乗揚 闘 火災 推障進害器 その他
42 32 71 25 7 5 
゜43 13 64 14 12 3 8 
44 18 60 20 6 ， 2 
45 37 65 21 18 10 5 
（海上保安白書43年版52頁，仏年版51頁， 45年版69頁， 46年版79頁より）
いることは内航最大の輸送貨物としての石油輸送量の増大，海上交通のふく
そう，運航の不適切を物語っている。 10,000トソ以上の大型クソカーの海難
は数的にほ少いが，その海難に伴う被害の重大性は小型クンカーのそれとは
比較にならぬほど大である。
次にクンカー海難の距岸別および種別発生状況を調べると第4表および第
5表のとおりである。距岸別に見た湯合，やはり 3海里未満の海域および港
内での発生が多く，昭和45年にほ双方で全体の75.3％を占めている。これは
狭水道を通って石油精製工場の所在する港へのクンカーの出入のはげしさを
物語るものである。種別的に見ると，多発種別は乗揚げ，衝突，機関故障，
火災となっている。クンカー海難ほ石油を積載しているため，事故による第
一次被害よりも，第二次被害が重大である。それほ船舶内の石油，流出した
石油が外的な力によっていつでも，爆発あるいは火災の可能性を秘めている
からである。日本において発生したクンカー海難の主要なものと考えられる
ものを一覧表にすれば第6表のとおりである。
①と③はいずれも飯突・火災を起こし，クンカー事故の恐しさを社会的に
認識させた狭水道ないし港内海難の例である。この種の事故は他にも相当教
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68 (68) 海上公害について（亀井）
あるが，いずれも流出油に引火し，爆発，炎上して付近に停泊ないし航行し
ている他船に被害を与え，背後に林立する貯油クンクや工場群，あるいは各
種港湾施設や住宅地に甚大な被害を与える危険性を認識させた。一般に内航，
外航クンカーの出入する港湾は狭小かつ狭監で，しかも届曲した見通しの悪
い荷役湯所へ，他の一般船とともに交通ふくそう下のもとに航行せねばなら
ず，それだけ衡突，座礁等の事故が生じやすく，それに伴う火災発生の機会
が多い。
⑥および⑦の事故はいずれも数多く発生しているクンク清掃作業中の爆発
・火災事故の例である。夕、ノカーの海難事故ほ一般に衝突また座礁等がまず
生じ，それによって海面火災が生じるのが普通の形であるが，なお原油ガス
による爆発・火災事故という特殊な海難が発生する。この種の事故は原油の積
込み，揚げ作業中あるいは荷揚げ後のクンク洗浄，ガス抜き中にクンクに残留
する可燃性ガスになんらかの発火エネルギーが与えられることにより，発生
する。この種の事故は直接には油濁ないし海面火災を起こすものではない。
⑧④⑥ほ衝突一海洋油濁，⑧は座礁一海洋油濁を起こした事件であり，海
洋汚染として最も典型的な事故である。⑧は公害意識のいちぢるしい高まり
の中で発生したのと世界的に油濁問題をクローズ・アップさせたトリーキャ
ニオン号事件と類似していたため，マス・コミに大きく取り上げられ，社会
的に大きな反響をよび起こした。またこの事件では油濁被害防止のために各
種の対策がなされ，数々の教訓を残こしており，かつ次項との関係もあるの
で，取られた処置の概略を要約しておこう。
リベリヤ国籍のクソカー Juliana号 (1,684 G / T, 中国人船員47名乗組，
1958年4月英国で建造）が原油21,700トンを満載して昭和46年11月30日に新
潟港外に到着し，入港待ちで港外錨泊中に荒天に遭遇し，走錨圧流され，座
礁，船体折損し，約4,500トンの原油が流出した。乗組員は全員ヘリコプク
(27) 
ーで救助された。流出油に対して取られた処置は以下のとおりである。
(1) 流出原油は北西の風と波浪により付近の海岸に吹き寄せられ，一帯が
原油に含まれた揮発性ガスの臭気につつまれたため，爆発，火災対策として
(27) 海と安全Feb.'72,p. 2以下および昭和47年1月21日付毎日新聞「政府の窓」参照。
海上公害について（亀井） (69) 69 
火気厳禁の処置が取られたが，強風に吹き飛ばされ引火誘爆がなかった。同
時に防災に必要な油処理剤（中和剤），オイルフェンス，むしろ等が収集され
た。
(2) 海上，陸上，空中から油処理剤を散布したほか，ガソリンボンプ 3台，
むしろ 2,000枚で原油を吸着させる方法が取られたが，十分な成果ほあがら
なかった。
(3) バキュームカー10台による原油の吸引作業が行なわれたが，吸引効果
が少なく中止された。オイルフェ‘ノスも波浪のため展張が不可能であった。
(4) 波浪のおさまった時点においてオイルフェンスを展張し，引き続いて
海陸空から処理剤が散布された。
(5) 流出油除去作業が引き続いて取られたのと並行して船体内原油抜き取
り作業を行なうため，折損した船尾部および船首部の船固め作業がサルベー
ジ会社によって行なわれた。
(6) 送油用ポンプを船体にとりつけ，瀬取りタンカーにより原油抜き取り
を行ない，その後陸上バイプラインと小型夕‘ノカーで原油が抜き取られた。
船尾部は12月16日，船首部は12月30日に完了した。
ジュリアナ号事件の油濁損害は多方面に及び，その調査確定には相当の日
数を要すると思われる。すなわち，油濁清掃防除費用のほか，海岸の汚染，
(28) 
沿岸漁業の損害等巨額に上るものと思われる。わが国海洋汚染防止法第41条
によれば，油濁清掃防除費用ほ船主の全額負担となっており，船主は無限責
(29) 
任を負わねばならない。その費用のうち 122万ドルまで TOVALOPが補償
することになろう。漁業被害等の第三者損害賠償は船主に過失があるかぎり
（過失の立証責任は被害者）船主が損害賠償責任が負うが，それは P.I・保
険によって補償される。 TOVALOPと P.I．によって損害補償が十分でな
いとき， CRISTALが発動され，最高3,000万ドルまで (TOVALOPとP.I. 
(28) 環境破壊に関しては，菊地泰二「タンカー事故と環境破壊」経済評論1972年2
月号参照。
(29) ジュリアナ号は21,100G. T.であるから， 21,100 X 100=$1, 220,000となる。
後述参照。
70 (70) 海上公害について（亀井）
を含めて）補償される。これらの詳細については次項にて論及する。
次に，海難油濁の防止と課題について一言しよう。油濁は海難によって生
じるものと，そうでないものとがある。前者は海難油濁であり，後者ほ慢性
油濁である。ここでは，ジュリアナ号事件の反省のうえにたって海難油濁の
防止と課題について論及しよう。
(1) クンカー事故の防止
海難油濁を防止する第一の対策はクンカー事故の未然の防止である。ク‘ノ
カー事故が発生するのほ，もちろん各種の事情が複合的に作用しているが，
その有力原因の一つとして海上交通の激化がある。すなわち，石油産業や電
カ産業の密集する臨海工業地帯や港湾にクソカーが狭水道を通ってひんばん
に往来している。大型ク、ノカ-,小型貨物船，漁船，観光船等がひしめいて
いる海上交通の過密化のなかにあって，安全な海上交通を実現するのに，人
間の注意力や船員の操船能力に全面的に頼ることができない。クンカーを操
船するに当たってもたえず操船のミスがつきまとう事実は否定できない。そ
(30) 
こで，このようなクンカー事故を防止するためにはR海上交通環境の整備
（航路港湾の整備，航路標識の新設および改廃，水路通報業務の充実および
(31) 
船舶情報センクーの設置等），R水先制度の拡大（強制水先区の拡大），⑥海上
(30) 航路や港湾施設の整備により十分な航路や安全なけい留施設等を船舶に提供す
るとともに，新らしい港湾の造成，航路の浚せつ等をなすことが基本的に必要であ
るが，タンカーなどが入港する特定港湾施設については受益者負担のもと i`こ航路の
拡幅，増深が必要となる。また，航行に安全な水路を確保するためには，単に航路
標識の新設や改廃のみならず，標識機能の改善・向上や沈没船や流木等の航路障害
の除去が必要となる。さらに，海上交通のふくそうする港湾にあってほレーダ，テ
レビ，警報プイ，気象海象自働観測装置等の整備とその集中管理を行ない，船舶に
対する船舶の動向等を含む各種情報の提供と船舶の誘導等を行なうことが必要であ
る。それがためには船船情報センターのような機構が必要であろう（運輸白書昭和
46年版321頁， 323~324頁参照）。
(31) 現在，わが国の水先区は36区で，そのうち水先法13条に基づく強制水先区は，
横浜，横須賀，神戸，関門および佐世保の各港に設けられている（運輸白書昭和46
年版， 320頁）。この強制水先人制度を拡大し土地不案内の外国船に対する別途の方
法を考えなければならない。
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(32) 
交通の規制強化（一方通行，速度制限，大型タンカーの狭水道への航行禁止，
船主指導や交通整理の強化等），＠保安体制の強化（警備救難業務の近代化と
(33) 
船員の教育（安全運航教育，海法教育の強化））等の対策が必要であろう。
(2) タンカー構造の再検討
いかなる事故防止対策を行なっても事故そのものを根絶することはできな
い。そこで，事故が発生した場合の油濁を最少限に止めるためにタソカーの
構造を再検討する必要がある。それは第一にタンカーの大型化それ自体の再
検討でなければならない。大型化はそれだけ航行の面においても，事故後の
油濁の面においても危険である。それは事故の大型化と汚染の集中化をもた
らす。確かに大型化は建造費や運航費を軽減させ，低運賃，高収益のメリッ
トを生むであろうが，それは外部不経済効果を計算外においてのことである。
自ら生み出すであろう危険や災害を経済計算に取り入れ，これを費用化し内
部化するならば，タンカーの大型化には経済的な限界があるものと思われる。
第二ほタンカーの物理的構造の問題である。たとえば，座礁や衝突が発生
しても油の流出の生じないような構造にしたり，あるいはクソクを蜂巣状に
小さく分割し，たとえ船体が破壊されても少量の油しか流出しないという構
造が考えられねばならない。この問題は主として原油タンクの容積規制とし
て IMCOにおいて検討されており，昭和46年10月15日の総会で，タンク・
(34) 
サイズの規制が採択され， 42万重量トン以下のクンカーは油流出量 3万立方
メートル， 100万重量トン以上のタンカーは油流出量4万立方メートル，そ
(32) 現在，これがために海上交通安全法案がまとまり，今国会に提出される選びと
なった (47年3月23日，毎日新聞，日本経済新聞参照）。 この法案は，広い海域で
の航行を規制する「海上衝突予防法」と港内航行を規制する「港則法」の空白をう
めるもので，中間の沿岸航行を規制するものである。それは危険海城といわれる東
京湾，伊勢湾，瀕戸内海に11航路を指定し，この航路内での航行規則を定めでいる。
ここで最も問題となっているのは周知のとおり長さ 200m以上の巨大船の運航優先，
漁ろう船の避航義務で，漁民のはげしい反対運動が展開されている。わが国の特殊
事情からして漁業と海運業の利害が対立し，その調整のむつかしい問題がある。
(33) この点については海上保安白書昭和46年版4~6頁， 15頁～26頁参照。
(34) これは日本が提出した修正案で「400x重量トンの三乗根。ただし， 油流出量
が3万立方メートル以下となる場合は3万立方メートルを，また4万立方メートル
72 (72) 海上公害につ：いて（亀井）
の間のクンカーは 3万～4万立方メートルの間でスライド制により規制され
ることになった。このような規制により，大型クンカーの建造費の上昇は不
可避となり，大型クンカーの建造それ自体が再検討されることになった。
(3) 油防除体制の整備
事故により油が流出した場合オイルフェンス，油処理剤その他の資材が大
量に必要となる。それがためには港湾，石油関連施設，ク、ノカーそれ自体に
オイルフェンスや油処理剤等を大量に常備しておくことを義務づける必要が
ある。ジュリアナ号のような小型に属するクンカーの事故でさえ，資材不足，
資材収集の不手ぎわが目立っていた。そのうえ，海上保安庁，船主の代理人，
石油会社，保険業者，サルページ業者などの協力体制が不十分であり，油濁
防止に対してきわめて貧弱，かつずさんな対応策しか待ち合わせておらず，
流出油処理に手間どった。そこでこれを反面教師とした強力な防災協力体制
の完成が望まれる。
流出した油を除去するために用いられるものは大別するとRオイルフェン
ス，R中和剤，⑥吸着材，⑥吸入ボンプとなるが，天候，海の状態，流出油
の状態によって，これらを組み合わせて使い分けられる。オイルフェ‘ノスは
浮上式と浮沈式とがあるが，いずれも油流出を防止する。中和剤はオイルフ
ェンスの展伸困難な場所や外洋で使用され，油の上に投下して油を分散させ
海の浄力化を助ける。また吸着材は油をしみ込ませて除去するために用いら
(35) 
れ，吸入ボソプは油を吸い上げてクソクに送り込むために用いられる。しか
し，これらの資材を用いての油濁防止にはそれぞれの性能上の問題と使用に
伴う第二次公害の問題が残っている。より一層の油処理の技術的向上が望ま
れる。とくに，油処理剤使用の漁業被害についての問題が多く，油処理剤そ
れ自体の毒性改善，油処理剤の使用法については充分な研究余地あるものと
思われる。
以上は4万立方メートルを限度とする」ものである（日本海事新聞46年10月16日
付）。
(35) その詳細については，昭和47年2月7日付日本経済新聞，別府健次「海洋油濁
防止対策と今後の課題」石油文化1972年3月号参照。
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5. 油濁の補償と保険
タ、ノカー海難以外の海難事故においてほ，その損害ほ一般に船舶，積荷の
範囲内でおさまり，例外的に第三者に対して損害を与えたにすぎなかった。
ところがタンカー海難は原油流出，油濁損害を伴い，第三者への損害賠償問
題を必然的に生起することになる。しかも，それは油のもつ特殊性のゆえに，
被害範囲が広範囲に及び，かつ補償額は巨額に達する。そのため，油濁問題
については種々の補償に関する法的規制や保険制度が要請されるに至る。こ
の種の法的規制や保険制度はかなり複雑であって，すでに若干とも論及して
(36) 
いるので，本稿においては図を用いてーとおりの解説をなし，その内容を鮮
明にしておこう。第 1図は石油資料月報16巻6号に掲載された図を借用し，
若千の用語を修正したものである。
タンカー船主も一般の船主と同様に1957年船主責任制限条約 (Interna-
tional Convention Relating to the Limitation of the Liability of Owners of 
Sea-Going Ships) (1968年発効）の適用下におかれるが，油濁損害の場合，
(37) 
その責任体制や有限責任限度額が適切でないため， 1967年 TorreyCanyon号
事件を契機として IMCOの活躍により油濁民事責任条約 (C.L. C.)が成立
(38) 
した。その骨子は次のとおりである。
(1) 責任の主体は船主 (theowner of a ship)であって，荷主で！まない (3
(36) 拙著「海上保険論」昭和46年， 16~116頁。
(37) この条約では過失責任主義を一応前提としており (1条1項），責任の限度額は
1基準トン（純トン数プラス機関室容積）当たり，物的損害の場合1,000 pointcare 
franc（約22,000円），人的損害の場合3,100p. f. （約68,200円）とされている (3
条1項）。 そこで，かりに50,000トン（条約トンないし基準トンとする。これは総
トン数の約80~90％に当たる）のタンカーが油濁事故を起こした場合，その損害賠
償額はわずか11億円に制限されることになる。しかも，それが過失責任主義にて処
理されることになる。
(38) この条約の詳細については谷川久『「油濁損害に対する民事責任に関する国際条
約」について』海法会誌15号参照。また，その成立の事情についてほ桜井玲二「ト
リー・キャニオン条約案の成立」海運44年5月号；萩原正彦「海水油濁損害条約早
期批准論」海運45年2月号， 3月号参照。
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条1項）。一責任の主体
(2)船主は一種の条件付無過失責任を負う。船主は損害が 3つの免責事由
（①戦争暴動危険または不可抗力的自然現象，R第三者行為，⑧灯台もしく
は航路識維持責任者等の故意・過失）のいずれかによることを証明した場合
には責任を免れる。 (3条 2項）。一責任の性質
(3) 船主が負う損害賠償責任は油濁損害 (pollutiondamage)についてであ
る。油濁損害は船舶からの油の流出 (escape;)または排出 (discharge)から生
じた汚染 (contamination) によって，油を輸送している船舶の外部で生じた
損害 (los or damage caused outside the ship carrying oil)をいい，防除措
置の費用 (thecost of preventive measures)および防除措置によって生じた
損害 (furtherloss or damage caused by preventive measures)を含む (1条
6項）。一損害賠償の範囲
(4) 船主ほ 1事故につき船舶の基準トン当たり 2,000ポアンカレ・フラン
（約44,000円）にその責任を制限することができ，その上限は 2億 1,000万
ポア、ノカ・レフラン（約46偉 2,000万円）とする (5条1項）。 ただし，船
主の故意または過失 (actualfault or privity) によって事故が生じたときは
上記の責任制限の利益を亭受できない (5条2項）。 一責任限度額
(5) 条約上の船主責任の履行を確保するために 2,000トン以上の油をばら
積みする船舶の船主は上記(4)によって確定される金額の保険またはその他の
保証 (financialsecurity)を確保しなけれぼならない (7条 1項）。 一強制保
険
このような油濁民事責任条約は石油業者から支持されたけれども，船主側
からも被害者側の立場に立つ諸国からも不満な点が指摘された。すなわち，
船主側からほ従来の海法の通念であった過失責任主義から一種の無過失責任
主義に改められ，かつ責任限度額も1957年船主責任制限条約の 2倍に引きあ
げたのは苛酷にすぎるという苦情が出された。また，被害者側からは，保険
市場の消化能力から決定された補償額は大型クンカーによる油濁事故の大規
模化の傾向からして，被害者の救済としてほ十分でないという批判がなされ
た。そこで，これらの不満を解消させるために，石油の海上輸送という危険
76 (76) 海上公害について（亀井）
を作り出す一つの原因をなしている石油業者にも損害の一部を負担させるペ
く，油濁民事責任条約の採択に当たり，「油濁損害のための国際補償基金に関
する決議」がなされた。この決議に基づき①被害者は無過失責任主義の下で
十分かつ完全に補償しなければならない，R船主に賦課された追加財政負担
を救済しなければならないという基本原則のもとに国際補償基金 (Interna-
tional Compensation Fund)設立の作業が IMCOによって進められた。そ
して1971年国際会議が開かれ，同年12月18日「油濁損害についての補償のた
めの国際条約」(1969年油濁損害に対する民事責任に関する国際条約を補足す
(39) 
る条約）が採択された。
この条約ほ被害者に対する補償機能と船主に対する救済機能を盛り込んで
国際補償基金を規定している。それは以下のとおりである。
(1) 基金は，油濁損害が締約国の領域内で生じたのであるが，R油濁民事
責任条約の下で船主責任が生じない場合，R船主および保険者が油濁民事責
任条約の責任を十分果たしえない場合，⑥損害が民事責任条約または他の条
約で制限される船主責任額を越える場合に (4条 1項），油濁民事責任条約で
補償される額を含めて 4億 5,000万ポアンカレ・フラソ（約99億円）まで被
(40) 
害者に補償される (4条4項）。 ただし，①油濁損害が戦争・暴動危険から
生じたとき，軍艦・公用船等からの油流出による場合，R損害を生じさせた
船舶の同一性が立証されない場合には基金は免責される。一被害者に対する
補償
(2) 基金は，締約国の船舶によって油濁民事責任条約の締約国の領域で起
こされた油濁損害に関し，船主または保険者が負うべき責任額について，船
舶の基準トン当たり 1,500ボアンカレ・フラン（約 33,000円，ただし 1億
2,500万p.f. =27億5,000万円を限度とする）を越え油濁民事責任条約の責任
(39) この条約については，谷川久「海洋油濁損害補償基金条約の成立について」商
事法務研究1972年1月5• 15日号；金田徹「国際基金問題のその後」海運45年12月
号；石油産業海事協議会「油濁補償基金条約案について」海運46年1月号参照。
(40) この金額は事故経験ならびに貨幣価値の変動を考慮して総会の決議により 9億
ポアンカレ・フランまでに増額することができる。ただし，その増額は決議以後の
事故に対して適用される (4条6項）。
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制限額（基準トソ当たり 2,OOOp. f.，総額 2億 1,000万p.f.）までの金額に
ついて補償する (5条 1項）。ただし，油濁損害が船主の悪意 (wilful
misconductから生じたときには基金は上記の補償責任を免れる。また，①油
(41) 
濁損害を生ぜしめた船舶が各種国際条約に規定されている要件に適合してい
ないこと，ならびに②事故または損害の一部または全部がそのような不適合
から生じたことを基金が立証したときにはその補償責任の一部または全部を
免除される (5条 3項）。ー船主に対する救済
(3) 締約国によって構成される基金には総会，理事会，事務局が置かれる
が，その業務を遂行するために締約国の拠出義務者からの拠出が求められる。
拠出義務者は前暦年度に海上輸送された15万トン以上の原油または燃料油を
(42) (43) 
受け取った者で (10条 1項），当初拠出と年次拠出とを行なわなければならな
い。一基金への拠出
ところで，油濁民事責任条約ほ 100万総トン以上のタンカー保有国 5カ国
を含む 8カ国の参加がなければ発効しないし，国際基金条約も 8カ国の参加
と前暦年度における締約国の総拠出油受取量が 7億 5,000トソ以上に達しな
ければ発効しない。各国はそれぞれの国内事情により早急な加入をしないゆ
ぇ，この両条約の発効までなお若干の日時を要するであろう。
ところで， 1967年の TorreyCanyon 事件のような，油濁損害に対して海
法の一般原則である過失責任主義を適用する場合，被害者は船主の航海上の
過失の存在およびかかる過失と損害との間の因果関係を立証しなければなら
ない。しかし，事故，油の流出，汚染という過程には風力，波浪等の自然力
(41) 1954年海上油濁防止条約， 1962年同改正条約， 1960年海上人命安全条約， 1966
年満載吃水線条約および1960年国際海上衝突予防規制，ならびにそれら条約の強行
的改正手続による改正条項をいう（谷川・前掲論文26頁）。
(42) 当初拠出 (initialcontribution)は各人の受け取った拠出油 (contributingoil) 
のトン数に一定額を乗じた金額の総額が7,500万P.f. (16億5,000万円）に達するよ
うに，計算される (11条）。
(43) 年次拠出 (annualcontribution)は①基金の年次運営費および③ 1事故当たり
の請求総額が1,500万P.f．以下の，⑧1,500万P.f．以上の，基金に対する請求につい
ての支払額をまかなうための拠出から成る (12条）。
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が介在し，このような船主の責任を立証することが大変むつかしい。したが
って，油濁損害に対してほ被害者の救済と完全な補償という観点から，従来
とは異った法原則を導入することが国際的な世論となって前述の油濁民事責
任条約の採択となったわけである。
過失責任主義の法制のもとでは油濁損害について船主に法律上の賠償責任
があるのかどうかが個々の事件ごとに判断されるわけで，もし，あるとする
ならば船主は1957年船主責任制限条約に定められた責任制限をなすことがで
きる。船主が法律上の賠償責任を負うほとんどの場合に，それを担保する保
険として，いずれの国においても船主責任相互保険（P.I.保険）があり，油
濁損害についてもそれが船主の過失によって生じ，船主に法律上の賠償責任
がある以上，保険者は責任制限の金額（物的損害の場合1基準トソ当たり
1,000ボアソカレ・フラン）の範囲内で填補責任を負わねばならない。
しかしながら，既存の船主責任相互保険の油濁損害に対する船主責任担保
については，保険者責任の発生の不確定性や損害填補額の頭うちによる低額
性等の問題点があり，被害者保護についてほきわめて不十分である。
Torrey Canyon，号事件の訴訟の推移，夕‘ノカー船主に対する厳しい国際世
論，各国政府による厳しい立法の動き，油濁民事責任条約採択の可能性増大
という 1967年～1968年の動向を眺めていた世界の 7大石油会社を含むタンカ
ー船主は，その問題の中心が政府による海水油濁防止措置費用の回収にある
ことを察知した。そこで，この目的のために夕、ノカー船主の責任体系全体の
変更を強いられることには耐えられないとの認識のもとに，自発的協定に基
づく一種の相互保険組織を創出して，沿岸政府の支出する防止措置費用（油
(44) 
濁清掃費）につき一定限度で自ら責任を引き受けようとの挙に出た。
これが1968年11月に発表され， 1969年10月発効した「油濁責任に関するタ
ンカー船主の自主協定」 (Tanker Owners Voluntary Agreement concerning 
(45) 
Liability for Oil Pollution, TOV ALOP)であり，その協定の管理機関として
(44) 谷川・前掲民事責任条約についての論文52頁。
(45) TOVALOPについては D.B. A. Ockenden, "TOV ALOP" The Post Maga-
zine & Insurance Monitor, 25 Dec., 1969, p. 2483;川上博夫「TOVALOPおよ
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設立されたのが「国際クンカー船主汚濁連合」 (InternationalTanker Owners 
Pollution Federation Ltd.; Federation)であり，その協定によって課せられ
た責任を付保するために設立された保険機関が「国際クンカー補償組合」
(International Tanker Indemnity Association, ITIA)である。
TOVALOPほ民間の自主協定であって， これに加入した船主は無過失の
立証をしないかぎり過失ありと推定され，政府の支出した油濁清掃費用を負
担する責任を負わねばならないし（挙証責任の転換された過失責任主義），ま
・(46) 
た過矢の有無にかかわらず油濁清掃費用を支出しなければならない。そして
1事故当たりの責任限度額は 1総トソ当たり 100ドルで，最高責任限度額は
1,000万ドルとされる。このような船主の責任が ITIAによって補償される
び油濁損害補償問題をめぐる一考察」海運44年4月号；同「TOVALOPおよび油
濁損害に対する船主責任」海運45年1月号参照。
(46) TOVALOP協定第4条「政府に対する責任」第5条「加盟船主による流出油
の除去」の規定は以下のとおりである。
IV. Liability and Responsibility to Govenu:nents 
(A) _ Ifa discharge of Oil occurs from a Participating Tanker through the 
negligence of that Tanker (and regardless of the degree of its・ fault), and if the 
Oil causes Damage by Pollution to Coast Lines within the jurisdiction of a Go-
vernment, or creates a grave and imminent danger of Damage by Pollution the-
reto, then the Participating Owner of that Tanker shall Remove the Oil so dis-
charged, or pay the costs reasonably加curredby the Government concerned to 
Remove the said Oil, subject to the maximum liability set forth in Clause VI. 
(B) The Participating Owner shall be liable under Paragraph (A) hereof 
unless he can prove that the Discharge of Oil from his Participating Tanker 
occurred without fault on the part of said Tanker. 
v. Remo叫 byParticipating 0四 er
The Federation, in connection with prescribing steps whereby each Partici-
pating Owner shall establish financial capability as provided in Clause II (c) 
(i), and to encourage Participating Owners to take prompt Removal action 
(such Removal not constituting an admission of negligence), shall make arran-
gements whereby a Participating Owner who incurs reasonable expenditures for 
Removal of Oil discharged from a Participating'Tanker owned by him shall be 
entitled to reimbursement therefor, without・ regard to negligence, subject to the 
terms of such arrangements. 
80 (80) 海上公害について（亀井）
ことになる。 TOVALOPは法律上の責任の有無にかかわらず船主が油濁清
掃費用について責任を負うという任責協定であって，その加盟は全く船主の
自由意思である。しかし，現在世界のタンカーの90％はこれに加盟しており，
わが国の外航タンカーのほとんど全部がこれに加盟している。
ところで TOVALOP協定の成立以来，その保険機関たる ITIAと既存の
(47) 
P. I. クラブとの填補領域の区別がややこしくなってきた。 すなわち任意責
任 (TOVALOP リスク）と法的賠償責任 (P.I. リスク）を厳格に区別しに
くくなり，両者を調整する必要がでてきた。そこで， 1969年両者の合意によ
り， TOVALOPリスクも P.I. クラプにおいても付保でき， P.I. リスク
も ITIAに付保できる道が講じられた。ただし， P.I. リスク（第三者に対
する法的賠償責任）は P.I. クラプでも ITIAでも1,440万ドル (44億3,520
万円）に制限され， TOVALOPリスク（油濁清掃費用）についてはいずれも
1総トソ当たり 100ドルまたは 1,000万ドルのいずれが低い方が限度額とさ
れるに至った。
ところで，先に述べた油濁民事責任条約成立に当たって，責任の主体（船
主か荷主か），責任の内容（無過失責任か過失責任か），責任限度額をめぐって，
海運国と被害国の利害が対立し，条約の採択そのものが空中分解しそうにな
り，それをまとめるための切り札として国際補償基金設立の決議(Resolution
on Establishment of an International 9ompensation Fund for Oil Pollution 
Damage)がなされた。そのため， この問題で船主と石油会社との利害が対
立することとなり，船主は油濁民事責任条約に規定する船主の責任限度額を
f48) 
半分におさぇ，それ以上を石油会社からの拠出で設立される国際補償基金に
負わせるよう IMCOに働きかけた。 IMCOはいわば船主の利益を代弁する
もので，この問題について石油会社側の意見を反映させる必要上， 1970年4
(47) タンカー事故と P.I．問題については，平井好ー「海面油濁と P.I．保険」船長
実務叢書 XXVII;河ロ・庄野「タンカー事故における船主責任と保険」海運40年
11月号；林田・黒田「保険と海難」昭和46年（海文堂）第2編参照。
(48) 基準トン当たり 2,OOOP. f.の半分は1,OOOP. f.であるから，この金額での責任
制限は結局， 1957年船主責任制限条約のそれと同じことになり，船主は追加財政負
担を免れようとしたことを意味する。
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月に石油会社国際海事評議会 (OilCompanies International Maritime Forum, 
OCIMF)が設立され， IMCOの顧問資格を取得し，適切な活動を開始した。
その結果，さきに述べた国際補償基金条約が成立したわけである。
しかし，この条約を石油会社に有利なように仕向ける必要があり，条約成
立に圧力をかけかつ見本を示す意味もあって， 1971年1月「クソカーの油濁
責任に対する暫定的補償に関する契約 (ContractRegarding an Interim Su-
pplemental to Tanker Liability for Oil Pollution)が締結された。この契約
ほOCIMFの会合で日本の石油会社を含めて世界の主要石油会社40数社によ
って調印され， 1971年4月発効した。それは一般にCRISTAL協定と呼ばれ
(49) 
ている。
この協定ほ油濁について石油会社も第二次的責任を負うべきであり，船主
の責任制限を超える損害について石油会社も被害者に補償すべきであるとい
(50) 
う趣旨のもとに，世界の石油会社はその石油受入量によって拠金をなし，自
主的な相互組織たる基金を設立し，ー事故3,000万ドルを最高限度額として，
ITIAゃ P.I. クラブで填補されなかった油濁清掃および拡大阻止費用，ぉ
よび第三者への損害賠償額を補償しようとするものである6換言すれば，
3,000万ドルから ITIAおよび P.I.による補償額を差し引いた残額が CRI-
STAL協定の補償額となる。そしてこの補償を行なう主体が石油会社海洋油
濁補償協会 (OilCompanies Institute for Marine Pollution Compensation Li-
mited)である。
以上の TOVALOP,P. I., CRISTALの詳細については別稿を用意してい
るので，ここでは三者の関係を鮮明にすべくその本来の義務について図示す
(51). 
ると第 2図のとおりである。なお，これらの補償機構が一応完備した時点で
(49) CRISTAL協定については，油濁補償研究会「海洋油濁補償問題に関する国際
的動向」海運46年7月号；同「海洋油濁損害補償問題について」石油資料月報16の
6参照。
(50) Initial cal (500万弗）と peridodiccal とから成り，原油受入量に応じて石
油会社で分担される。
(51) この種の図についてほ，別府健次「タンカー事故と油濁補償」石油文化昭和47
年2月号82頁，および石油資料月報17の2,46頁参照。
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第2図 油濁損害補償に対する民間自主機構
項:目＼償＼”＼ 
← $3,000万→
→総トン X0$01万00 ←→ $ 1,440万 ← or$ 1, 
TOVALOP (ITIA) P. I. CRISTAL 
支払項目 ①② 船政府主清清掃掃費 ①R③ 船政第主府三清者掃補掃費償 ①R⑧ 船政第主府三清者掃補費償
支払先 船 主 船 主 合被害法者的清掃者
①無はは船船を主主問の過失の有 船主に法的責任ある- 油濁合う民責事任責が任条生約すに支払の要件 わないR に過失ある と い発る
こと
＇場
船主が無過失の立証 船主が TOVALOP
をしないかぎり，船 に，流出油の所有者
主に過失ありとされ がCRISTALに加盟
その他 る（船主に挙証責任） していなければなら
なし ‘0
ジュリアナ号事件が発生したため，これらがどのように適用されるか興味の
あるところであるが，損害の調査確定や各種協定の解釈上の疑義により，最
終解決ほ長期にわたるものと思われる。
あとがき
海洋汚染と水質汚濁とは一応概念上区別されており，その適用法が異って
いる。すなわち海洋汚染防止法は広く海洋全体を対象水域とし，船舶および
海洋施設からの油および廃棄物を規制対象とし，その排出について全面禁止
の原則（例外的な場合と一定の基準に適合する場合は排出を認める）を規制
方式としている。これに対し，水質汚濁防止法は河川，湖沼，港湾，沿岸海
域等の公共用水域を対象水域とし，陸上の工場，施設からの汚水または廃液
を規制対象とし，一定の基準以下のものについてほ排出を認めるという規制
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方式をとっている。
一般的にいえば，港湾や沿岸海域は海洋の一部であり，河川は海洋に接続
しているわけであるから，法の適用はともかく水質汚濁は海洋汚染の一部を
構成するものと考えて差し支えない。かかる意味での海洋汚染が問題となっ
てきたのは海洋という環境が悪化してきたからというよりも，水質汚濁から
食物連鎖を通じて水俣病のような恐るべき健康被害が出たり，慢性油濁や海
難油濁から漁業被害が出たからである。
経済成長により若干の環境破壊を伴うのはやむをえないとしても，その急
速な破壊はできるかぎり避けねばならない。環境破壊が人間の健康や財産に
実害を与える場合，その環境破壊の根元となる企業活動は原則的に停止され
ねばならない。例外的あるいは偶発的に企業活動が建康被害や財産被害を与
える場合，企業は全面的にその補償をなすのが当然であり，かつそれに備え
て危険の費用化をはかられねばならない。危険の費用化の一手段として保険
があるが，公害の保険としては全くみるべきものがない。現在，わずかに油
濁に対するものがあるにすぎない。それは P.I.保険， TOVALOP保険，
およびこれを補足する CRISTAL協定があるが，相互に入り組んで複雑であ
る。しかも，これとても必ずしも満足すべき保険金や補償金を被害者に提供
できるものとはいえない。また，水質汚濁に対するものとしては健康保険を
補充する健康被害救済制度があるが，これは全く不合理な制度で，とうてい
満足すべきものとはいえない。ここ 1~2年の間に公害賠償責任保険（仮
称）の必要性が散発的に主張されてきたが，関係方面の態度は必ずしも積極
的でほない。せいぜい検討されようとしているのは，あまり利用価値のな
い損保会社の賠償責任保険の拡張程度のことか，公害被害に対する賠償能力
がなく倒産する可能性のある中小企業向けのものにすぎない。もちろん，公
害を偶発化するための環境基準設定の困難性，無過失責任主義立法に対する
抵抗，保険者の担保能力問題等々解決せねばならぬ問題は多く，公害の保険
化は非常に困難である。しかし，その一つ一つを研究し，解決し，保険化を
達成し，それを通じて公害被害の満足すべき補償を提供するよう努力すべき
である。
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ところで，海洋はあらゆるものを生み出す母体であって，各種廃棄物の捨
場ではない。企業活動や個人生活において各種の廃棄物が必然的に出てくる。
しかし企業や家計においては廃棄をできるだけ少くする行動が一般的に要求
されるとともに，廃棄物の再資源化を達成するために，あらゆる努力を払う
べきである。安易な廃棄物の海洋投棄は許さるべきではない。たとえ，それ
が沿岸から何マイル離れていようと，大なり小なり海洋汚染をもたらすこと
になる。慢性的な海洋汚染はやがて死せる海を作りあげることになる。
(1972. 3. 25.) 
